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第83回人口・社会統計部会議事概要 

 

 

１ 日 時 平成29年２月６日（月）10:00～11:30 

 

２ 場 所 総務省第２庁舎６階特別会議室 

 

３ 出席者 

【委  員】 

白波瀬 佐和子（部会長）、嶋﨑 尚子 

【専 門 委 員】 

勇上 和史（神戸大学大学院経済学研究科准教授） 

【審議協力者】 

  財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、東京都、 

  大阪府 

【調査実施者】 

総務省統計局統計調査部国勢統計課労働力人口統計室：長藤室長、長尾調査官ほか 

【事務局（総務省）】 

統計委員会担当室：山澤室長 

政策統括官(統計基準担当)付統計審査官室：佐藤調査官ほか 

 

４ 議 題 労働力調査の変更について 

 

５ 概 要 

労働力調査の変更に係る統計委員会への諮問の概要について、総務省政策統括官付統

計審査官室から説明が行われた後、「報告を求める事項の変更」「集計事項の変更」及び

「前回答申（平成 24 年１月）における『今後の課題』への対応状況」について審議が

行われ、これらについては了承された。 

主な意見は以下のとおり。 

 

（１）報告を求める事項の変更 

ア 「最近の求職活動の時期」及び「就業の可能性」の移設等【基礎調査票及び特定

調査票】 

 ・ 2013 年（平成 25 年）10 月に開催された ILO 主催の第 19 回国際労働統計家会議

における就業等に関する決議（以下「ILO 決議」という。）において、失業者の定

義の一つとして４週間又は１か月以内に求職活動をしていることが掲げられたこ

とを踏まえ、我が国の労働力調査（以下「本調査」という。）では、この求職活動

期間を４週間ではなく１か月にするとのことであるが、今回の変更により、月に
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よって求職活動期間の日数が異なることについてどのように考えているのか。 

  → 本調査では調査期日を月末現在としており、求職活動期間を４週間とすると、

例えば、３月の場合には３月１日から３日までの期間が除かれ、３月４日から

カウントすることになる。このように月初めの何日間か含まれなくなることか

ら、報告者に混乱を来す可能性があるため、１か月とした方が報告者にとって

分かりやすく、紛れなく報告いただけるものと考えている。なお、諸外国の同

種の調査で求職活動期間を４週間としている国では、調査期日を我が国のよう

に月末現在ではなく、例えば、15 日現在など月の中旬等に設定しており、求職

活動期間を 15 日分しかカウントしないことを避けるために４週間にしている

ものである。 

 

イ 「就業時間の増加及び仕事の追加の可否」の追加【特定調査票】 

 ・ 特定調査票のＡ４欄（今の雇用形態を選んだ理由）やＣ４欄（就業の可能性）

には、基礎調査票の⑧欄（勤め先における呼称）や⑬欄（最近の求職活動の時期）

で特定の選択肢を回答した場合のみ回答する旨の説明文があり、報告者にとって

分かりやすい形で設計している。これに対し、同じ特定調査票のＡ１欄（短時間

就業及び休業の理由）の記入の要否は、基礎調査票の⑥欄（１週間の就業時間及

び就業日数）の回答内容（月末１週間の就業時間が 35 時間未満か否か）によるの

に、Ａ１欄にはその説明文がない。報告者にとっての分かりやすさや回答のしや

すさに配慮し、Ａ１欄についてもＡ４欄やＣ４欄と同じように説明文を設けるレ

イアウト等とすべきではないか。 

  → Ａ４欄やＣ４欄については、詳細な説明がないと回答の要否を判断できない

調査事項であると考えられるのに対し、Ａ１欄については、従前から基礎調査

票の⑥欄で月末１週間の就業時間が 35 時間未満と回答した場合に回答する形

で設計しており、非回答の発生が少ないことから、特に詳細な説明文を追記す

る必要はないのではないかと考えている。 

 ・ Ａ１欄について、月末１週間の就業時間が 35 時間以上であるにもかかわらず、

誤って回答してしまうことはないか。 

  → 誤回答が全く生じないわけではないが、基礎調査票の⑥欄の回答内容と照合

することにより、確認が可能である。 

 ・ 基礎調査票の⑥欄と特定調査票のＡ１欄の回答内容の不整合は、どの程度発生

しているのか。 

  → 報告者にとって４回目となる調査の際に、基礎調査票と特定調査票を一緒に

配布し、報告された調査票を調査員等が両調査票を相互にチェックするため、

基礎調査票の⑥欄自体の不詳割合は 0.2％程度と極めて低くなっている。また、

特定調査票のＡ１欄における月末１週間の就業時間が 35 時間未満である者と、

35 時間以上の者を含めた全ての就業者それぞれについて、Ａ２欄（就業時間増

減希望の有無）に回答しなかった割合をみると、ともに２％程度と大きな差は
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みられない。 

  → 高齢者など報告者の回答のしやすさに配慮すると、小さな文字による説明文

の追加は望ましいことではないと考えられることや、基礎調査票の⑥欄の回答

内容との照合により誤回答の確認も可能であること、レイアウト面での見やす

さなどを踏まえると、現行のＡ１欄の設定を維持しても差し支えないのではな

いかと考える。 

   ・ 自分が回答者となったことを考えてみると、基礎調査票の調査事項への回答状

況によって特定調査票において回答する調査事項を誘導する仕組みを設けている

こととの関係からみて、Ａ１欄もＡ４欄やＣ４欄と同様にシステマティックに同

じレイアウト設計とすることがベストと考えられるものの、レイアウト上の制約

や調査実施者からの説明等を踏まえ、現行のＡ１欄のままとすることで了解した。 

 

ウ 「求職活動の方法」の変更【特定調査票】 

・ 把握対象とする求職活動期間を直近１か月にすることとしているが、１か月以

上前に行った求職活動の結果を待っていた場合も、求職活動の方法の選択肢の「求

職活動の結果を待っていた」に含まれるのか。また、このような選択肢による求

職活動の方法の把握については、ＥＵやイギリスの同種の調査の選択肢とも整合

的であり、国際比較上も適っているものと考えるが、特定調査票のみで適切に把

握できると理解してよいか。 

  → 本調査では、従前から、その場合も求職活動に含めており、また、求職活動

の方法については特定調査票でのみ把握している。今回、これら基本的な設計

を変更するものではないことから、適切に把握できるものと考えている。 

 

（２）集計事項の変更 

・ 「就業希望の把握に関する準備調査」（総務省が実施した一般統計調査）の結果に

おいて、完全失業率はどの程度であったか。 

→ 3.2％である。なお、当該調査は、南関東（埼玉県、千葉県、東京都及び神奈川

県の１都３県）のみを対象とし、限られた期間において実施したものである点に

留意が必要である。 

・ 新たな指標である未活用労働に関する各指標の公表に当たっては、国際比較可能

性に配慮し、諸外国における状況とともに、これらと比較・分析し、視覚的にも分

かりやすい形での提供に留意するなど、統計利用者の利便性等を図る観点から、丁

寧に説明する必要がある。 

→ 現行の完全失業率に関しても、関連資料として、諸外国の失業率と合わせて公

表しており、未活用労働に関する新たな指標の公表に当たっても、諸外国におけ

る状況とともに公表するなど分かりやすい形での情報提供に努めたい。 

・ ILO 決議に準拠した新たな失業率については、あくまで国際比較可能性の観点か

ら、未活用労働に関する指標の一つとして公表するものであり、基本的には、現行
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の完全失業率の公表を維持するとの理解でよいか。 

→ そのとおり。現行の完全失業率の公表を維持する。新たな失業率の毎月の公表

については、別途検討していきたい。 

・ 失業率に関し、現行の完全失業率と新たな定義による失業率の二つの数値を作成・

公表することとなる。これについて、調査実施者が公表に当たって注意しても統計

利用者が誤解したり紛れが生じたりする可能性がある。このため、調査実施者はこ

のことに十分に留意して、ウェブサイト上では様々な工夫を凝らした形で情報提供

を行う必要があるものと考える。 

 

（３）前回答申（平成 24 年１月）における「今後の課題」への対応状況 

（「従業上の地位」及び「雇用形態」の変更【基礎調査票】） 

・ 「今後の課題」に対応するため、新たに「雇用契約期間の定めの有無及び１回当

たりの雇用契約期間」を把握する調査事項を設けることとしている中で、「常雇の人

（有期の契約）」が「１か月以上３か月以下」「３か月超６か月以下」「６か月超１年

以下」に対応した形で整理している。現行の「従業上の地位」に係る選択肢のうち

「常雇の人（有期の契約）」と回答している者の中には、１年以下の契約期間の雇用

契約が繰り返し更新されている者が少なからず含まれている可能性があると推察す

る。 

・ 「従業上の地位」に係る選択肢を変更（「常雇の人」「臨時雇の人」等の区分から

具体の雇用契約期間ごとの区分に変更）すること関し、調査結果の時系列比較に当

たり留意すべき変更前後の差異について、統計利用者の利便性等の観点からも、ウ

ェブサイトなどにおいて丁寧かつ分かりやすい形で説明することが必要ではないか。 

→ 本調査では、平成 25 年１月から「常雇」を「常雇の人（有期の契約）」と「常

雇の人（無期の契約）」に分割した際にも数値が大きく変動したが、その状況など

については、平成 25 年１月と前年同月（平成 24 年１月）の結果を比較する形で

既にウェブサイトに掲載・公表しており、仮に今回の変更に伴って数値が大きく

変動するような場合には、同様にウェブサイトでその分析結果について公表する

こととしたい。なお、これらの詳細な対応状況等については、次回の部会で報告

することとしたい。 

 

（４）その他 

・ 基礎調査票や特定調査票など、本調査の基本的な構造について、ウェブサイト上

で説明しているか。コア・ユーザーだけでなく、一般的な国民にとっても分かりや

すいよう、丁寧な資料を掲載するなど工夫が必要である。 

→ 主要なものとしては、「労働力調査の解説」（平成 27 年 11 月総務省統計局作成）

及び「労働力調査 標本設計の解説」（平成 25 年４月総務省統計局作成）を作成

し、ウェブサイトで公表している。このほか、調査票の様式を含め、労働力調査

の概要等について、ウェブサイトで分かりやすい形での情報提供に努めている。
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引き続き今後とも情報提供の充実を図ってまいりたい。 

 

６ 次回予定 

  次回部会は、平成 29 年２月 22 日（水）16 時から総務省第２庁舎６階特別会議室にお

いて開催することとされた。 

 

 


